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概 説

１ 施策の背景

少子高齢化、グローバル化の進展等、我が国の経済社会構造が大きな変化に直面するな

かで、国民生活にとって欠くことのできない食料の安定供給の役割を担う我が国の農業・

農村について、時代の変化や国民の要請に的確に対応しつつ、改革を行っていく必要があ

る。

このため、食料・農業・農村については、食料・農業・農村基本法に基づき平成12年３

月に策定した食料・農業・農村基本計画に沿って、同法の掲げた食料の安定供給の確保、

多面的機能の発揮、農業の持続的発展、農村の振興の４つの基本理念の実現に向けて各般

の施策を総合的かつ計画的に展開してきた。

、 「 」 、具体的には 食生活の見直しのための 食生活指針 の策定・普及等を進めるとともに

需給実勢を的確に反映し、経営感覚に優れた農業生産活動を促すための価格安定制度の見

直しや品目別経営安定対策の導入、農業生産法人への株式会社形態の導入等に取り組んで

きた。また、中山間地域等における適正な農業生産活動の継続を図るため、直接支払制度

の創設等を行うとともに 「 食」と「農」の再生プラン」に基づく食の安全と安心の確、「

保に向けた農政の展開、環境の保全を重視した農林水産業への移行を目指した「農林水産

環境政策の基本方針」の策定・推進等に取り組んできた。

12～
13年

食 料 ・ 農 業 ・ 農 村 基 本 法 に 基 づ く こ れ ま で の主 な農 政改 革の 取組

食料・農業・農村基本計画（12年３月）

食料・農業・農村基本法（11年７月）

中山間地域等直接支払制度
の創設

｢農地法｣を改正し、農業生産法人に
株式会社形態を導入

｢土地改良法｣を改正し、
環境との調和に配慮

｢食生活指針｣の策定

｢不測時の食料安全保障マニュ
アル」の策定

主な施策の展開方向

価格安定制度の見直し及び
品目別経営安定対策の導入

平成
12年

14～
16年

「食」と「農」の再生プラン(14年４月）

有機食品のＪＡＳ制度を創設

特区による農業生産法人
以外の法人のリース方式
による農業参入

米政策の抜本的改革

　「食の安全・安心のための政策
　大綱」の策定

新たな食品安全行政の枠組み構築
○食品安全基本法の制定
○食品安全委員会の設置
○農林水産省、厚生労働省の組
　 織再編

「ｅ－むらづくり計画」の策定

「農林水産環境政策の基本方針」の策定

新たな「土地改良長期計画」の策定

「都市と農山漁村の共生・対流」
の推進

トレーサビリティシステムの導入

「食育」と「リスクコミュニケーショ
　ン」の推進

　「ＪＡＳ法」の改正による
食品表示規制の強化

農業経営の法人化の推進

食 料 農 業 農 村 国 際 関 係

ＷＴＯ農業交渉開始
（12年３月）

ＷＴＯ交渉新ラウンド
立ち上げ
（13年11月）

日メキシコ経済連携
協定署名
（16年９月）

ＷＴＯ交渉枠組み合意
（16年７月）

みどりのアジアＥＰＡ
推進戦略を策定
（16年11月）

日・フィリピン経済連携
協定大筋合意
（16年11月）

日本提案提出
（12年12月）

米国の新農業法が成立
（１４年７月）

ＥＵがＣＡＰ改革に合意
（１５年６月）

「農協法」を改正し、農協改革を
促進

担い手の明確化と施策の
集中化・重点化

日本・シンガポール
新時代経済連携協定署名
（14年１月）
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しかしながら、最近の食料・農業・農村をめぐる情勢は、第１部の「平成16年度の食料

・農業･農村の動向」で詳しく分析しているように大きく変化している。

このため、このような情勢変化とこれまでの施策の評価を踏まえ、基本法の理念の実現

に向けて農政全般の改革を加速化させるため、17年３月、新たな基本計画を策定した。こ

の基本計画では、今後10年程度を見通し、食料自給率の向上に関する施策や、食料･農業

・農村に関して総合的かつ計画的に講ずべき施策等を明らかにするとともに、施策の推進

に関する手順、実施の時期と手法、達成目標等を示した工程表を作成し、それを的確に管

理することにより、施策の計画的な推進を図ることとしている。

今後、農政全般の改革を早急に進めるに当たっては、同基本計画のなかで示された「効

果的・効率的でわかりやすい政策体系の構築 「消費者の視点の施策への反映 「農業」、 」、

者や地域の主体性と創意工夫の発揮の促進 「環境保全を重視した施策の展開 「農業」、 」、

「 」 」 、・農村における新たな動きを踏まえた 攻めの農政 の展開 という基本的視点を踏まえ

施策の展開を図ることが重要である。

これらの食料・農業・農村に関する施策は、国民生活や我が国経済社会のあり方と深く

結びついている。このため、政府の取組のみならず、広く国民全体が農政改革の必要性と

施策の方向について共通認識を深めるとともに、それぞれの役割に応じた主体的な取組を

促進していく必要がある。

本編は 以上の基本認識のもと 16年度における食料・農業・農村の動向を考慮して 17、 、 、

年度において講じようとする施策を取りまとめたものである。

食料・農業・農村基本法（平成１１年７月）

○効果的・効率的で分かりやすい政策体系の構築

○消費者の視点の施策への反映

○農業者や地域の主体性と創意工夫の発揮の促進

○環境保全を重視した施策の展開

○農業・農村における新たな動きを踏まえた「攻め

　の農政」の展開

農政改革の視点

工
　
程
　
表

食料自給率向上に向けた消費及び生

産に関する施策

食料の安定供給の確保に関する施策

農業の持続的発展に関する施策

農村の振興に関する施策

団体の再編整備に関する施策施策の具体化に

向けた手順、実

施時期の明示

『新たな』食料・農業・農村基本計画

（平成１７年３月）

施策の総合的・計画的推進

工程管理

企画立案

実施評価

施策の検証・

見直し・改善

新たな基本計画に基づく農政改革の着実な推進

前基本計画（平成１２年３月）策定後の情勢の変化

及び講じてきた施策の効果等を踏まえ、改めて今後

10年程度を見通して策定
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２ 施策の重点

新たに策定した基本計画の目標及び課題等の実現に向けて、食料自給率の向上に向けた

消費及び生産に関する施策、食料の安定供給の確保に関する施策、農業の持続的な発展に

関する施策及び農村の振興に関する施策を総合的に展開する。特に、食の安全及び消費者

の信頼の確保、望ましい食生活の実現に向けた食育を進めるとともに、認定農業者制度の

活用や集落を基礎とした営農組織の法人化等による担い手の育成・確保と施策の集中化・

重点化を図る。また、我が国農産物の海外への輸出、バイオマスの利活用の推進等、生産

者や地域の創意工夫に基づく意欲的な取組を後押しする「攻めの農政」を展開する。

（１）食料自給率向上に向けた消費及び生産に関する施策

食料消費については、フードガイド（仮称）の策定・活用等わかりやすく実践的な食育

や地産地消の全国展開、国産農産物の消費拡大の促進、国産農産物に対する消費者の信頼

の確保に向けた施策を推進する。

また、農業生産については、経営感覚に優れた担い手による需要に即した生産の促進、

食品産業と農業の連携の強化を図るとともに、担い手への農地の利用集積や耕畜連携によ

る飼料作物の生産等を通じた効率的な農地利用を推進する。

さらに、食料自給率の向上を図るため、地方公共団体、農業者・農業団体、食品産業の

事業者、消費者・消費者団体の適切な役割分担のもと、その主体的な取組を促進する。

（２）食料の安定供給の確保に関する施策

食の安全及び消費者の信頼の確保を図るため、リスク分析の考え方に基づき、家畜の伝

染性疾病の発生防止等農場から食卓までの各段階におけるリスク管理施策を講ずるととも

に、食品表示の充実やトレーサビリティ・システムの導入等を推進する。

また、食料の安定輸入の確保及び不測の事態における食料安全保障を図るため、ＥＰＡ

等を通じた食料輸入の安定化・多元化、適切かつ効率的な備蓄、不測時の食料安定供給確

保のためのマニュアルの点検・整備等を推進する。

（３）農業の持続的な発展に関する施策

担い手の育成・確保については、認定農業者制度の活用等を通じた地域の担い手の明確

化及び各種施策の集中化・重点化を図るとともに、集落を基礎とした営農組織の育成・法

人化を推進する。

人材の育成・確保については、情報提供や研修等新規就農を促進する施策を講ずるとと

もに、女性の農業経営及び地域社会への参画、高齢農業者の活動の促進を図る。

農地の有効利用の促進については、担い手への農地の利用集積の促進、耕作放棄地の発

生防止・解消のための施策の充実、農業生産法人以外の法人のリース方式による農業参入

の全国的な展開を図る。

経営安定対策の確立については、担い手を対象とした品目横断的な経営安定対策の導入

に向けた調査、交付システムの設計等、対策の具体化を進める。

経営発展に向けた多様な取組の促進については、地域における食料産業クラスターの形

成等、農業と食品産業との連携の促進、海外における通年の販売促進や輸出ニーズに対応
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した産地づくり等輸出促進に向けた総合的な支援体制の確立等を図る。

経営発展の基礎となる条件整備については、生産現場のニーズに直結した新技術の開発

・普及、新品種等の権利の保護・活用、農業生産資材費の低減に資する対策を推進する。

農業生産の基盤の整備については、既存の基幹水利施設等の保全管理対策、構造改革の

加速化や農村環境の保全・形成に配慮した基盤整備等を推進する。

自然循環機能の維持増進については、環境規範の策定及び実践への支援、地域における

バイオマスの利活用計画の策定や未利用バイオマスの積極的な利活用を推進する。

（４）農村の振興に関する施策

農地・農業用水等の地域資源の保全管理施策を構築するため、地域の実態把握や保全管

理手法の検討等を進める。

農村経済の活性化については、先進事例の全国への発信等を通じた地域の特色を活かし

た多様な産業の育成、中山間地域等の農業生産条件の不利を補正するための施策等を推進

する

また、都市と農村の共生・対流と多様な主体の参画を促進するため、観光立国の枠組み

と連携したグリーン・ツーリズムの推進や都市農業の振興、集落機能の維持・再生のため

に必要な施策を講ずる。

さらに、快適で安全な農村の暮らしを実現するため、情報通信基盤等生活環境の整備や

医療・福祉等のサービスの充実、各種の防災対策を推進する。

（５）国際交渉への取組

ＷＴＯ農業交渉については 「多様な農業の共存」を基本理念とする我が国の主張を反、

映した、柔軟性があり輸出国と輸入国のバランスのとれた現実的な貿易ルールの確立を目

指して、交渉に取り組む。

、「 」ＦＴＡを含む各国との経済連携への取組については みどりのアジアＥＰＡ推進戦略

に沿って、戦略的かつ前向きに交渉に取り組むとともに 「我が国の基幹品目、地域の農、

林水産業における重要品目等、守るべきものを守り、譲れるものは譲る」との考え方で積

極的に対応する。

３ 財政措置

重点施策をはじめとする施策の総合的な推進を図るため、必要な財政措置を講ずるこ

ととし、平成17年度農業関係一般会計予算額は、総額２兆2,611億円を計上している。こ

れにより、リスク管理の確実な実施等による消費者重視の食料供給・消費システムの確

立、担い手育成支援策の拡充等による農業構造改革の加速化と農業環境・資源の保全の

両立、農林水産物・食品の輸出促進対策の拡充等による未来志向の取組に対する積極的

編成に当たっては、農政改革の一端として、大な支援等を図ることとしている。また、

胆な補助金の統合・交付金化、省庁連携の強化等により、地域の実情に応じて地域の自主

性・裁量性が発揮できる仕組みへの改革を行うこととしている。
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また、平成17年度の農林水産省関係の財政投融資額は2,250億円を計上している。この

うち主要なものは、農林漁業金融公庫への財政投融資計画額で1,800億円となっている。

○ 16年度の農業予算との比較

（単位：億円、％）

16年度（比率） 17年度（比率）

農業予算総額 23,237（100.0） 22,611（100.0）

非公共事業費 14,688（ 63.2） 14,462（ 64.0）

公共事業費 8,549（ 36.8） 8,149（ 36.0）

（注）当初予算。17年度の公共事業費には地域再生基盤強化交付金を含む。

４ 立法措置

重点施策をはじめとする施策の総合的な推進を図るため、第162回国会に以下の法案を

提出する。

・ 「国の補助金等の整理及び合理化等に伴う農業近代化資金助成法等の一部を改正する

等の法律案」

・ 「水産資源保護法及び持続的養殖生産確保法の一部を改正する法律案」

・ 「農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律案」

・ 「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律の一部を改正する法律案」

・ 「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律の一部を改正する法律案」

・ 「農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の促進に関する法律の一部を改正する法

　 ○　仕組みの転換

・入口重視から出口

重視へ

　　成果目標を明示し事

　後評価を徹底

　　採択時審査を簡素化

・地域が提案するメ

ニューも補助の対象

とする

・各メニュー間・地区

間の配分は地方の裁

量に委ねる

農政改革の方向に

　沿った大胆な 統合・交付金化

食の安全・安心確保

強い農業づくり

　

○　骨太な目的ごとに統合

＋

　

省庁間の連携強化
～ 汚水処理、道路・農道・林道、漁港・港湾 ～

【地域再生基盤強化交付金の創設】

○事務手続の簡素化

○事業の円滑な実施

・複数の事業を一つの計画にまとめて申請し、

交付金の交付を受けることができる

  ＜汚水処理の場合＞

市　町　村

農業集落排水等

公　共　下　水　道

浄　　化　　槽

執行の

弾力化

融

通

可

能

元気な地域づくり

バイオマスの環づくり

森林づくり

強い林業・木材産業づくり

強い水産業づくり

もり

国と地方の連携による施策の展開
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律案」

・ 「種苗法の一部を改正する法律案」

５ 税制上の措置

重点施策をはじめとする施策の総合的な推進を図るため、以下をはじめとする所要の税

制措置を講ずる。

（１）農業経営・構造、農山村地域活性化対策

（ア） 平成16年度の水田農業構造改革交付金等にかかる特例措置（個人は一時所得扱

い、法人は固定資産の圧縮記帳）を講ずる （所得税・法人税）。

（イ） 農業経営基盤強化促進法の改正に伴い、農地保有の合理化等のために農地等を譲

渡した場合の800万円特別控除の適用対象に、農業経営基盤強化促進法に規定する

勧告にかかる協議により農用地区域内にある一定の土地等を特定農業法人に譲渡し

た場合を追加等する （所得税・法人税・登録免許税・不動産取得税）。

（ウ） 17年３月31日において農地等にかかる贈与税の納税猶予の特例の適用を受けてい

た者が、17年４月１日から20年３月31日までの間に、一定の農業生産法人に対し農

地等について使用賃借による権利の設定をした場合には、納税猶予を継続する措置

を講ずる （贈与税・不動産取得税）。

（エ） 農業信用基金協会等が保証業務の事業譲渡により抵当権を取得した場合の税率の

軽減措置（0.2％→0.1％、３年目0.15％）を創設する （登録免許税）。

（オ） 山村振興法に基づく認定法人が取得する機械等の特別償却制度（機械13％等）

について、農林産物の製造・加工事業等を単独で行う場合を追加し、本制度を２

年延長する （法人税）。

（２）食品の流通・加工、環境対策

（ア） 特定農産加工業経営改善臨時措置法に基づく特定農産加工業者が取得する機械

等の特別償却制度（30％）または税額控除制度（7％）を２年延長する （所得税。

・法人税）

（イ） 食品企業、畜産農家等が公害防止用設備（汚水処理用設備等）を取得した場合

の特別償却制度（機械及び装置14％等）を１年または２年延長する （所得税・法。

人税）

６ 金融措置

平成14年度に各種制度資金を、担い手の経営展開にとって必要な資金が円滑に供給され

るよう、わかりやすく、使いやすい制度に再構築したことを踏まえ、その普及・浸透を着

実に図るとともに、重点施策をはじめとする施策の総合的な推進を図るため、以下をはじ

めとする所要の金融措置を講ずる。
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（１）農林漁業金融公庫資金

農林漁業金融公庫資金については、

① 農業経営基盤強化資金について、一定の要件を満たす者に対する担保徴求の弾力化

② 経営体育成強化資金について、事業の再生に必要な資金の追加

③ 振興山村・過疎地域経営改善資金について、貸付適用期限の延長

等の措置を講ずる。

17年度の貸付計画額については4,300億円とし、円滑な業務運営に資するため、農林漁

業金融公庫に対して、一般会計から490億円を交付する。

なお、沖縄振興開発金融公庫については、農林漁業金融公庫と同内容の措置を講ずる。

（２）農業信用保証保険

農業信用保証保険については、独立行政法人農林漁業信用基金に対して財務基盤の強化

を図るための助成措置を講ずる。

（３）農業改良資金

担い手の創意工夫による新たな作目や加工分野への進出、新たな技術や生産方式の導入

の取組を引き続き支援するなどの所要の措置を講ずる。

７ 政策評価

効果的かつ効率的な行政の推進、行政の説明責任の徹底を図る観点から 「行政機関が、

行う政策の評価に関する法律」に基づく実績評価、事業評価等の政策評価を積極的に推進

することにより、食料・農業・農村基本法及び同基本計画に即した施策の効果の評価を行

い、その結果を踏まえて施策内容等の見直しを行う。



8

Ⅰ 食料自給率向上に向けた消費及び生産に関する施策

１ 食料自給率向上に向けて重点的に取り組むべき事項

（１）食料消費

食料消費については、消費者、食品産業の事業者その他の関係者が、健全な食生活のあ

り方や農産物・食品に関する正確で十分な情報を得た上で、より積極的に食生活の見直し

。 、 。等に取り組んでいくことが重要である このため 以下に掲げる事項に重点的に取り組む

ア わかりやすく実践的な「食育」と「地産地消」の全国展開

一層多くの国民が、自らの食生活を見直し、健康づくりや栄養バランスの改善等に主体

的に取り組むことができるようにする。このため、関係者と連携し、食生活指針を具体的

な行動に結びつけるものとして適正な食事の摂取量をわかりやすく示したフードガイド

（仮称）を策定するとともに、これを消費者が日々の食料を購入・消費する小売店・外食

の場等で活用し、わかりやすく実践的な食育の取組を国民的運動として展開していく。

また、地域の消費者ニーズに即応した農業生産と、生産された農産物を地域で消費しよ

うとする活動を通じて、農業者と消費者を結び付ける地産地消の取組を推進する。

イ 国産農産物の消費拡大の促進

米を中心に水産物 畜産物 野菜等多様な副食から構成され 栄養バランスが優れた 日、 、 、 「

本型食生活」の実践を促進する観点から、食育の取組に連動して、米、野菜、果物等の消

費拡大を推進する。特に、国内で自給可能な農産物である米の消費拡大が図られるよう、

米需要の実態やその変化に対応し、消費拡大運動の対象の明確化・重点化や、新規需要の

開拓等を推進する。

ウ 国産農産物に対する消費者の信頼の確保

国産農産物が一層消費者から選択されるものとなるよう、生産者・事業者による食品

の安全性向上に向けた取組の促進、 トレーサビリティ・システム（生産流通食品表示や

情報把握システム）を通じた国産農産物に関する情報提供を充実していく。

（２）農業生産

農業生産については、農業者その他の関係者が、これまで以上に消費者や実需者ニーズ

に的確かつ積極的に対応することを通じて国内農業生産を拡大することが重要である。こ

のため、以下に掲げる事項に重点的に取り組む。

ア 経営感覚に優れた担い手による需要に即した生産の促進

市場の動向が農業者に一層的確に伝わり、需要に即した生産が促進されるよう、各種施

策について所要の見直しを行う。また、需要に即した生産を行う経営感覚に優れた担い手

、 。 、を地域の実態を踏まえて育成・確保するため 施策を集中的・重点的に実施する さらに

これらの担い手が、地産地消や消費者への直接販売、異業種の知恵を活用した技術開発や

新規販路の開拓への取組を含め、主体性と創意工夫を十分発揮し、需要に即した生産に取

り組める環境を整備する。

イ 食品産業と農業の連携の強化

加工・外食向けの農産物需要が今後とも増大することが見込まれるなかで、食品産業に

よって国産農産物が選択されるよう、食品産業と農業を結び付けるコーディネーターの育
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成・確保や加工・外食用需要に対応した産地サイドの取組の推進等を通じて、食品産業と

農業の連携を促進する。

ウ 効率的な農地利用の推進

農地は、農業生産にとって最も基礎的な資源であり、国民に対する食料の安定供給にと

って重要な基盤である。このため、農地が最大限に利用されることにより、需要に即した

国内農業生産が増大するよう、担い手への農地の利用集積や新規参入の促進、農業生産基

盤の整備、県域を越えたリレー方式による生産、耕畜連携による飼料作物の生産、飼料用

稲の新品種の開発等を通じて、不作付地・耕作放棄地の解消等を含め、農地の効率的な利

用と利用率の向上を図る。

（３）関係者の役割

自給率向上に向け、政府だけでなく、地方公共団体、農業者・農業団体、食品産業（製

造業、輸入業を含む流通業、外食産業）の事業者、消費者・消費者団体が、適切な役割分

担のもと、以下に掲げるような主体的な取組を行う。その際、関係者が一体となって自給

率向上のための工程管理を適切に実施するため、政府やこれら関係者からなる協議会を設

立し、計画的な取組を推進する。
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２ 生産努力目標の実現に向けた施策

（１）国産農畜産物の競争力強化に向けた生産面での取組強化

国産農畜産物の競争力強化を図るため、消費者・実需者等のニ－ズに対応し、一層の低

コスト化、高付加価値化等に向けた、担い手を中心とする「攻め」の取組を支援し、産地

における力強い生産供給体制を確立する。

具体的には、競争力強化に取り組む産地に支援を集中化し、

① 多様な消費者・実需者ニーズに対応するための品質別出荷体制の整備、新品種の導入

② 高品質・高付加価値化を図るための品質分析機器等の整備

③ 飼料供給の外部化や、大規模直播栽培等省力化技術による生産コストの削減

④ ＤＮＡ解析技術等による家畜改良や環境負荷低減技術を導入した農業生産

等を推進する。

（２）品目ごとの取組

ア 米

米政策改革大綱に示された消費者重視・市場重視の考え方に立ち、多様化する消費者

、 、・実需者のニーズを的確に捉え 米づくりの本来あるべき姿の実現を目指していくため

以下の取組を推進する。

（ア）品質・価格両面に対応した稲作生産

ａ 基幹施設の整備等による担い手を中心とした効率的な稲作生産体制及び品質の安定

した米の通年安定供給体制の構築

ｂ 米の安全性と消費者の信頼を確保するため、産地段階における残留農薬の検査体制

の整備、土壌から玄米へのカドミウムの吸収の抑制に効果がある土壌改良資材の散布

や出穂前後３週間の湛水管理等、営農技術の普及・定着

ｃ 需要の拡大が期待される業務用等の用途に価格面で対応可能な低コスト生産技術体

系の確立・普及

ｄ 直播栽培等、大区画ほ場に対応した超省力・低コスト稲作技術の導入・普及

（イ）需給調整

ａ 生産目標数量の設定

18年産米の全国及び都道府県別の生産目標数量については、17年産米と同様、客観

的な需要予測を基礎に設定する。

ｂ 基本指針の策定

国は食料・農業・農村政策審議会の意見を聴き、透明な手続きのもとに、米の需給

、 、 「 」動向 需給見通し 国の方針からなる 米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針

を７月、11月、18年３月に策定・公表し、需給に関する情報提供を行う。

ｃ 集荷円滑化対策

需要を上回って生産された豊作による過剰米に対しては、その販売可能価格に見合

った短期融資を行い、需要に応じた米づくりを促進するとともに、出来秋の段階で市

場から隔離することにより、米価の下落を防止する。

（ウ）助成制度

ａ 産地づくり対策
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地域自らの発想・戦略と地域の合意による地域水田農業ビジョンの実現に向け、需

要に応じた作物生産及び水田農業の構造改革を推進し、消費者の期待にこたえる産地

を育成する地域の取組を支援する。

また、まとまった一定の広がりをもった水田を地域の合意のもとに計画的に畑地に

転換し、将来的にも畑作営農を発展的に展開していく取組を支援するため、新たに畑

地化推進対策を講ずる。

ｂ 稲作所得基盤確保対策

生産調整実施者で、かつ、集荷円滑化対策にかかる拠出を行っている者に対し、生

産調整の優遇措置として、生産者の拠出と国からの交付金により造成した資金を用い

て稲作所得を補てんする措置を講ずる。

ｃ 担い手経営安定対策

米価下落による稲作収入の減少の影響が大きい担い手を対象に、稲作所得基盤確保

対策に整合的に上乗せし、稲作収入の安定を図る助成措置を講ずる。

（エ）流通制度

ａ 米穀安定供給確保支援機構

米穀安定供給確保支援機構においては、①集荷円滑化事業、②債務保証事業といっ

た食糧法に規定された業務に加え、③生産者・消費者への情報提供、④米の年間を通

じた安定供給に資する取組に関する業務等の実施により、米穀の需給及び価格の安定

を図る。

ｂ 米穀価格形成センター

食糧法上の「米穀価格形成センター」として指定されている財団法人全国米穀取引

・価格形成センターが、多様化する需要に即し、需給実勢や品質評価をより的確に反

映した適正な価格形成のための中心的な取引の場としての役割を担っていくよう、引

き続き指導していく。

ｃ 国の備蓄運営

政府備蓄については、入札を基本とする買入れ・売渡しを通じ、100万トン程度を

適正備蓄水準として、円滑な備蓄運営を行う。

（オ）消費者対策の拡充

ａ トレーサビリティの確立

米に関し、農産物検査情報を起点とし、生産・流通履歴等を容易に確認できるトレ

ーサビリティ・システムの導入を促進する。

ｂ 農産物検査の信頼性の確保等

計画流通制度の廃止に伴い、市場を通じて消費者、実需者及び流通業者等に選択さ

れる農産物検査への改善を図る観点から、農産物検査員の研修強化や定期的な技能確

認の実施による農産物検査の信頼性の確保を図るとともに、受検機会の拡大や受検結

果の利活用を図る。

さらに、銘柄証明について、一層の信頼性確保に向けてＤＮＡ分析による品種判別

のモニタリングを実施する。

イ 麦

品質向上に向けた取組の推進や担い手の育成、生産流通条件の整備等により、実需者

のニーズに対応した良品質な麦を安定的に供給するため、以下の施策を推進する。

（ア）実需者のニーズに対応した品質の向上
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実需者、生産者、普及組織、行政等から構成される産地協議会において、産地ごとに

設定している品質向上等の目標の達成に向け、品質分析・仕分体制の整備や品質分析結

果に基づく栽培技術指導を推進する。

（イ）実需者等のニーズに対応した高品質品種等の育成・普及

ａ 実需者や消費者のニーズに合った品種の育成を図るため、品種の開発段階から実需

者等による品質の評価を行い、そのニーズを踏まえ、赤かび病や穂発芽に強く、粉色

の良い日本めん用品種やパン用、中華めん用等特定用途向け品種の育成を行う。

ｂ 試験研究機関、普及組織、行政、生産者、実需者等が一体となって、地域ごとに品

種の特性を踏まえた栽培技術の確立を図りつつ、その普及を推進するとともに、実需

者による実用規模での製粉・加工適性等の評価を実施する。

（ウ）担い手を中心とした効率的な生産体制の整備

ａ 産地協議会において、産地ごとに、麦を含めた土地利用型作物を一体として捉えた

生産性向上・担い手育成等の目標を明確化する。また、その達成に向け、農地流動化

を推進する部局との連携のもと、担い手への農地・作業の集積の強化等に向けた取組

を支援する。

ｂ 大区画ほ場の整備や排水条件の整備等の土地基盤整備や大規模乾燥調製施設等の施

設の整備を推進する。

（エ）需要に即した良品質麦の生産の推進

、 、 、食料・農業・農村政策審議会における検討を受けて 民間流通制度 農産物検査規格

備蓄制度、管理コストの見直し等に着手する。また、麦作経営安定資金等のあり方につ

いては、経営安定対策（品目横断的政策）の内容が具体的に示された段階で、同審議会

が最終的な取りまとめを行う。なお、17年産の麦作経営安定資金については、収穫後の

、 、 、品質結果を反映させる観点から 銘柄区分を廃止し 品質区分を導入することによって

需要に即した良品質麦の生産を推進する。

（オ） 麦の需要拡大

国産麦の需要の拡大を図るため 「地産地消」の視点に立って、消費者・実需者との、

。 、連携による地場産麦を利用した加工品の開発・利用促進のための活動を推進する また

「総合的学習の時間」との連携・協力のもとで、体験ほ場の設置等を通じた地場産麦に

対する消費者の意識啓発等、地場産麦の需要拡大に向けた取組を図る。

ウ かんしょ・ばれいしょ

国産いも類の生産確保と安定的供給体制を確立するため、以下の施策を推進する。

（ア）かんしょ

ａ 需要拡大を図るため、かんしょのもつ機能性等に着目した新たな製品の開発や実需

者の供給ニーズに対応した集出荷貯蔵施設等の整備を推進する。

ｂ 低コスト化・省力化・高品質化を図るため、担い手への作業集積や受託組織の育成

及び高性能作業機械の導入による機械化一貫体系の確立を推進する。また、実需者の

意向を踏まえた新品種の普及、栽培技術の改善の取組を強化する。

ｃ 実需者との連携強化を図るため、実需者のニーズを的確に把握するとともに、試験

研究機関における加工適性品種の開発を推進する。

（イ）ばれいしょ

ａ 需要拡大を図るため、ばれいしょの持つ機能性等に着目した新たな製品の開発や定

温恒湿貯蔵庫等の整備による高品質ばれいしょ安定供給体制の構築を推進する。
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ｂ 低コスト化・省力化・高品質化を図るため、収穫時にばれいしょに傷が付く原因と

なる石等を、植付前に高能率で除きうね立てを行う栽培体系等高品質省力作業体系の

普及・定着により生食・加工食品用の品質向上の取組を強化する。また、実需者の意

向を踏まえた新品種の普及、栽培技術の導入の取組を強化する。

ｃ 実需者との連携強化を図るため、実需者のニーズを的確に把握するとともに、試験

研究機関における加工適性品種の開発を推進する。

ｄ 独立行政法人種苗管理センターにおいて、健全無病な優良種苗（原原種）の生産・

配布を行う。

エ 大豆

実需者のニーズを踏まえて品質や生産性の向上に取り組む生産者が報われ、実需者も

国産大豆を希望する状況を創出し、大豆生産の確保と農家経営の安定を図るため、以下

の施策を推進する。

（ア）担い手を中心とした効率的な生産体制の整備

ａ 集落の話合いによる団地化の推進や農地の集積等により大規模農家・生産組織の育

成を図る。

ｂ 土地基盤の整備や地域の実態に応じた機械・施設の導入を図る。

ｃ 麦・大豆体系等による土地利用の高度化を推進するため、耕起・施肥・播種同時作

業や効率的収穫作業等、作期競合回避技術の確立を図る。

ｄ 広域集荷や共同選別等の推進による出荷ロットの大型化・均質化を図る。

、 。ｅ 農地流動化を推進する部局との連携により 担い手への農地・作業の集積を進める

ｆ 産地における品質分析結果に基づいた栽培技術指導の徹底を図る。

（イ）実需者との連携強化等

ａ 生産者団体が主催する「大豆の需給・価格情報に関する委員会」を通じた需給・価

格情報の分析と生産者に対する的確な伝達、産地情報発信体制の整備等を推進する。

ｂ 市場開設者と売り手の完全分離や入札結果の公表等による入札取引の透明化・適正

化について適切な運用を引き続き図る。また、生産者・実需者間の安定的な取引関係

の構築に向け、契約栽培の推進を図る。

（ウ）実需者ニーズの生産者への的確な伝達とそれを踏まえた生産の推進

ａ 銘柄ごとの市場評価が生産者手取りに的確に反映されるよう、原則として事前に定

める全銘柄共通の一定の単価を助成する大豆交付金制度について、適切な運用を図る

とともに、担い手及び良質大豆の生産者に対する助成の重点化を行う。

ｂ 価格低下が大豆作経営に与える影響を緩和するため、価格低下時に、その低下額の

一定割合を生産者の拠出と国の助成により造成する資金から補てんする「大豆作経営

安定対策」の適切な運用を図るため、補てん基準価格算定方法を見直すとともに、拠

出率の引き上げを行う。

ｃ 大豆交付金対象外大豆の流通を拡大するため、無農薬栽培大豆等、高付加価値大豆

の生産が可能な技術の確立を図る。

（エ）実需者のニーズを踏まえた優良品種の育成・普及及び良品質大豆の安定生産のため

の技術の開発・普及

ａ 実需者や消費者のニーズに即し、加工適性に優れた品種、高機能性・低アレルゲン

等新規形質品種等の開発を推進する。

ｂ 実需者ニーズに合った新品種の開発・普及を図るため、実需者の協力を得て、新品
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種候補の品質評価及び実際の製造ラインを用いた新品種の加工適性評価を実施する。

ｃ 実需者ニーズに合った品種の導入や、地域ごとに大豆生産を安定化させる技術の確

立・普及を図る。

（オ）大豆の需要拡大

ａ 各地域単位で開催するフォーラム等により、消費者に対し、大豆の機能の普及・啓

発を図るとともに、国産大豆シンボルマークの普及・啓発を図ること等により国産使

用表示の定着を進める。

ｂ 「地産地消」の視点に立って、学校給食等への導入、農協等による地場加工への取

組を推進するとともに 「総合的学習の時間」との連携・協力のもと、栽培体験ほ場、

の設置、加工体験教室の開催等を図る。

オ 野菜

国産野菜のシェアを奪回するため、消費者ニーズに対応し、一層の低コスト化、高付

加価値化等競争力強化に向けた、担い手を中心とする「攻め」の取組を支援し、野菜の

構造改革対策の一層の推進を図る。

（ア） 担い手を中心とした産地の体質強化

ａ 担い手の育成・確保等に関する目標を設定した産地への生産・流通対策の重点化等

を通じて、担い手を中心とした競争力の高い産地の育成を図る。

ｂ マーケティング能力の高い人材の育成、仕入れ先に応じた生産グループの機動的編

成など戦略的な生産・販売体制の整備等を推進する。

（イ） 加工・業務用需要を中心とした生産・流通・消費対策の強化

ａ きめ細やかな需要に対応した栽培技術体系の確立、一次加工機能を備えた流通拠点

施設の整備、産地間のリレー出荷等の推進等を通じて加工・業務用需要への対応を強

化する。

ｂ さらに新たな工法を用いた低コスト温室の開発・普及や機械化一貫体系の確立等の

取組を推進する。

ｃ 流通の合理化に向けた集出荷貯蔵施設の整備や流通コスト削減に向けた通い容器の

実証導入等を推進する。

ｄ 低温高湿での貯蔵技術等を活用した高度な鮮度保持体制の整備、糖度等の食味や健

康増進効果等の機能性を重視した新品種の普及等、高付加価値化に向けた取組を推進

する。

カ 果樹

17年３月に策定された「果樹農業の振興を図るための基本方針」に則し、需要に見合っ

た国内生産の確保と需給の安定を図るため、以下の施策を推進する。

（ア）国産果実の需要の維持・増大

果物の健康機能性等の情報を提供し、果物を毎日の食生活に定着させる「毎日くだも

の200ｇ運動」を効果的に推進する。このため、訴求対象者の重点化を図り、各種取組

（マスメディア、シンポジウム、イベント等）の連携のもと、マスコミ関係者、医療関

係者等への働きかけを強化し、果実についての情報発信源を増やすなどの取組を全国・

県段階で推進するとともに、県段階において、学校給食への地場産果物の利用等を推進

する。

（イ）需要動向に即した国内生産の維持・確立

うんしゅうみかん及びりんごについて、需給調整対策の強化を図るとともに、このよ
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うな取組が行われた場合においても、なお価格が大きく変動したときには、育成すべき

果樹経営者の経営安定を図るための果樹経営安定対策を引き続き適切に推進する。な

お、15、16年の運用状況を踏まえ、出荷が集中する特定時期の出荷調整の的確な実施等

の需給調整対策の一層の強化を図るとともに、高品質果実を生産する担い手の生産拡大

を促進するなどの運用改善を実施する。

（ウ）国際化の進展に対応した産地構造の改革

高品質、安全、手頃な価格等の消費者ニーズに的確に対応し、国産果実の供給力向上

につながる競争力のある産地を構築するため、以下の施策を推進する。

ａ 国際環境の変化に対応し、脆弱化が進む果樹産地の体制を早急に強化するため、か

んきつ産地におけるうんしゅうみかん等から国産果実の端境期需要に対応した晩柑類

等への転換等による産地の構造改革を推進する。

ｂ 技術の実証や新品種の導入、園地整備や生産基盤の整備、先進的技術の導入等に対

する支援により、消費者ニーズにきめ細かく対応した高品質な果実を安定的に供給で

きる体制の整備を推進する。

キ 花き

近年の花き需要の横ばい 輸入量の増加等の状況を踏まえ 17年３月に策定された 花、 、 「

き産業振興方針」に則した以下の施策を推進する。

（ア）低コスト生産・流通体制の構築

低コスト耐候性ハウス、選花施設の整備、ホームユース用中短茎生産技術や周年生産

、 。技術の普及 産地と実需者等との間の中短茎切花の契約取引の導入等の取組を推進する

（イ）オリジナル品種・高級花きによる産地ブランド化の推進

ａ 種子種苗生産供給施設の整備等、産地オリジナル品種の育成・開発体制の整備等の

取組を推進する。

ｂ 高度環境制御栽培施設の整備等、高品質生産技術の導入等による姿・形が優れてい

る高級花き供給体制の構築のための取組を推進する。

（ウ）国産花きの需要拡大対策

ａ 消費者に対する花のある生活の普及促進、花と緑の園芸技術交流会の開催及び園芸

技術向上を通じた花によるゆとりある地域づくりを推進する。

ｂ 消費者が求める高鮮度で日持ちの良い切花を供給するため、日持ち保証システムモ

デルの実証や、安全・安心を求める消費者ニーズ等に対応するための低コスト・循環

型花き生産の認証制度の我が国への円滑な導入に向けた環境整備を行う。

ク 畜産物

基本計画の実現に向け 「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針 「家、 」、

畜改良増殖目標」等に則して施策を的確に実施する。

（ア） 牛肉の輸入等需給事情の変化に対処するため、肉用子牛生産安定等特別措置法に

基づき、牛肉等の関税収入等を財源とした肉用子牛等対策を引き続き実施する。

ａ 肉用子牛生産の安定を図るための肉用子牛生産者補給交付金等の交付、指定食肉

の価格安定を図るための買入れ・調整保管の実施、畜産の振興に資するための畜産

業振興事業に対する補助等に充てるための交付金を独立行政法人農畜産業振興機構

に対して交付する。

ｂ 肉用牛生産の合理化、食肉等の流通の合理化その他食肉等にかかる畜産の振興に

資する施策を実施する。
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（イ） 国産畜産物の競争力強化を図るため消費者等のニーズに対応し、一層の低コスト

化、高付加価値化等に向けた、担い手を中心とする「攻め」の取組を支援する。

ａ 地域の核となる協業法人経営体の育成、農協等や協業法人経営体による離農跡地

及び後継者不在農家における施設等の条件整備、新規就農促進を引き続き推進する

とともに、子牛生産の外部化、肉用牛繁殖基盤整備等を推進する。

ｂ 酪農ヘルパー、肉用牛ヘルパー等支援組織の育成及び再編統合、事業規模の拡大

・多角化に必要な施設等の整備を行うとともに、新しい都道府県等酪肉近代化計画

に基づく産地育成のためのアクションプランの策定、その実現のための専門家支援

チームによる産地リーダー等への重点的な生産・経営技術指導、投資・技術導入等

による効果予測型診断・指導のためのシステム整備等を推進する。

ｃ 家畜改良増殖法等に基づく「家畜及び鶏の改良増殖目標」に則して、能力検定の

実施による産肉・泌乳能力等の高い種畜の選抜・利用、導入等を推進する。

(ａ) 乳用牛においては、泌乳能力や体型等に優れた種雄牛の改良や雌牛の能力検

定を推進する。

(ｂ) 肉用牛においては、増体能力や飼料利用性に優れた肉用牛群を整備・改良す

るとともに、和牛受精卵を安定供給するための施設整備を行う。

(ｃ) 中小家畜（豚、鶏）においては、各県が広域的に連携して効率的に系統造成

等を進めるための施設整備等による系統の改良体制を整備する。

また、クローン技術やＤＮＡ解析技術を活用した育種改良手法の開発、受精卵

、 、の性判別技術の利用の促進 哺育・育成期における肉用牛の損耗防止技術の確立

インターネットを通じた飼養管理履歴等の付加価値情報の提供等を推進する。

ｄ 牛乳・乳製品においては、乳製品工場等の再編・合理化を推進するとともに、

高度な衛生管理水準を備えた乳業工場への生産集約等を推進する。

食肉においては、ＨＡＣＣＰ手法を取り入れた高度な衛生管理基準を満たす産

地食肉センター等の施設整備を推進する。

鶏卵においては、中小規模の鶏卵生産者が共同で衛生処理を行うＧＰセンター

（鶏卵格付包装施設）の整備を推進する。

（ウ） 配合飼料価格の大幅な上昇が畜産経営に与える影響を緩和するため、配合飼料価

格安定制度の適切な運用を図ることとし、社団法人配合飼料供給安定機構が行う異

常補てん原資の積増しに対し助成する。

（エ） 学校給食の場を通じて、児童・生徒の牛乳の飲用習慣の定着を図ることにより、

牛乳の消費拡大に資するため、学校給食用牛乳供給事業を推進するとともに、消費

者に対して、牛乳・乳製品がもつ豊富な栄養分についての知識の普及等を図る。

（オ） 以下の取組を行うため、独立行政法人家畜改良センターに対して、運営費交付金

等を交付する。

① 受精卵移植技術等新技術を活用した家畜等の改良増殖

② 飼料作物の種苗の生産・配布

③ 畜産新技術の実用化

④ 畜産技術者の養成と海外協力

⑤ 家畜改良増殖法に基づく種畜検査

⑥ 家畜個体識別システムの運営
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ケ 甘味資源作物

てん菜及びさとうきびの効率的かつ安定的な生産に取り組むため、甘味資源特別措置

法に基づき指定された生産振興地域を対象として、価格対策を講ずるとともに、次の諸

対策を実施する。

（ア）てん菜

ａ 直播栽培技術の確立・普及や高性能農業機械の導入を図り、省力・低コスト化を推

進する。

ｂ 高品質で安定的な生産体制を整備するため、高糖性品種の育成・普及、土層改良等

排水性及び作業効率の改善に向けた土地基盤整備、共同利用施設・機械の整備等を実

施する。

（イ）さとうきび

ａ 担い手農家への農地利用集積を図るとともに、農作業受託組織の活用やハーベスタ

ー等の導入による機械化一貫体系の推進に取り組み、省力・低コスト生産体制を整備

する。

ｂ 高品質で安定的な生産体制を整備するため、優良品種の育成・普及、畑地かんがい

施設の整備等を実施する。また、側枝苗等の新種苗増殖技術を活用し、優良種苗の早

期かつ効率的な生産・普及を推進する。

ｃ 独立行政法人種苗管理センターにおいて、健全無病な優良種苗（原原種）の生産・

配布を行う。

コ 茶

特色を活かした茶産地を育成するため、新品種の導入を含む茶園の改植、基盤整備、

、 、 、 、立地条件に即した機械化体系の導入 高性能製茶機械の導入等により 省力 低コスト

高品質で安定的な生産体制を整備する。

サ 飼料作物

飼料自給率の向上、生産コストの低減と経営の安定化等を図るため、飼料作物の生産

拡大に向け、効率的な自給飼料の生産のための条件整備、水田における飼料生産を強力

に推進するなどの以下の施策を実施する。

（ア） 飼料作物の生産拡大に向け、以下の取組等を支援する。

① 既耕地等の農地利用集積等を通じた自給飼料基盤の強化

② 飼料生産の組織化・外部化

③ 放牧を推進するための条件整備

④ 地域の状況を踏まえた粗飼料多給型の安全で信頼できる畜産物生産体制の構築

⑤ 飼料増産に向けた技術・営農実証

⑥ コントラクター等を核とした自給飼料の生産からＴＭＲの調製・供給

（イ） 飼料基盤に立脚した大家畜経営の安定的発展のため、担い手への草地基盤の利用

集積や畜産主産地の再編整備を通じた畜産担い手の育成、大型機械化体系の対応を

前提とした老朽化草地の整備改良と社会条件の変化にあわせた公共牧場の条件整

備、中山間地域における未利用地等の畜産的利用を推進する。

（ウ） 耕種部門と畜産部門の連携を一層推進するため、水田における稲発酵粗飼料等飼

料作物の生産、稲わらの利用等に対する取組を推進する。また、水田地帯と畜産地

帯における粗飼料の需給に関する地理的な不均衡を解消するため、水田地帯におけ

る繁殖経営の育成や、水田地帯で生産された飼料の広域流通を推進する。
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シ その他地域特産物等

こんにゃくいも、そば、繭をはじめとする地域特産物や雑豆等については、品質や加

工度の向上等による新たな付加価値の創出、機能性に着目した新規用途開拓、新技術・

新品種の導入等により、産地の特色を活かした農産物供給体制の確立を図る。また、そ

の支援のために必要な情報提供等を行う体制を整備する。あわせて、機械化・省力作業

体系の導入、契約栽培の推進等によって生産・流通の高コスト構造の是正を推進する。

特に、いぐさ・畳表については、効率的畳表の生産体制を確立し、産地の構造改革を

推進するために、生産から流通・消費にわたる各種取組を行う。

３ 食料の需給に関する動向把握と情報提供

食料自給率及びその構成要素である食料消費、農業生産等の動向を検証し、現状を国民

にわかりやすく情報提供するとともに、食料自給率目標の達成に向けた関係者の取組を促

進するため 「食料自給率レポート」を作成・公表する。、
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Ⅱ 食料の安定供給の確保に関する施策

１ 食の安全及び消費者の信頼の確保

（１）リスク分析に基づいた食の安全確保

ア リスク評価の的確な実施

食品安全委員会においては、国民の健康の保護が最も重要であるという基本的認識に

基づき、厚生労働省、農林水産省等から要請を受け、科学的知見に基づき、客観的かつ

中立公正に食品健康影響評価（リスク評価）を行う。

なお、食品安全委員会は、国の内外における科学的知見及び食品の安全性の確保に関

する情報の収集・分析または国民からの意見等に基づき、人の健康に悪影響が及ぶおそ

れがあると認められる場合には、自らの判断によりリスク評価を行う。

イ 農場から食卓までのリスク管理の徹底

（ア）生産段階における取組

ａ 生産資材の品質・安全確保

農薬、肥料、飼料・飼料添加物、動物用医薬品の安全性確保策や農産物等に含ま

れる有害物質対策の強化等により、安全な農産物の供給を確保する。

(ａ) 農薬取締法に基づき、農業者、くん蒸を行う農薬使用者等に対する点検等によ

り、適正な農薬使用を推進する。

（いわゆる「マイナー作物 ）について(ｂ) 年間生産量が３万トン以下の農作物等 」

、 、 。は 使用可能な農薬が少ないため 病害虫防除対策が重要な課題となっている

このため、引き続き「マイナー作物」の農薬登録に必要なデータ作成を効率的

に行うための支援等を行い、病害虫防除技術体系の確立を推進する。

(ｃ) 農薬の登録状況、使用方法等の情報をデータベース化し、インターネット等に

より広く情報提供を行う。

、 、(ｄ) 農薬を使用する際に 農薬使用者への危害や環境汚染等の事態が生じないよう

農薬の適正な使用、保管管理の推進を目的とした「農薬危害防止運動」を引き続

き実施する。

(ｅ) 農薬に類似する資材（ 植物活力剤」等）の安全性等を確認・調査し、情報提「

供するとともに、農薬取締法に基づき、安全性に問題がない農薬を特定防除資材

（特定農薬）として指定する。

(ｆ) 肥料取締法に基づき、施用方法によっては人畜に被害を生ずるおそれのある農

産物が生産される肥料を特定普通肥料として指定する。

、 。(ｇ) 汚泥肥料等や飼料についての有害物質等の調査 分析技術の開発等を実施する

(ｈ) 肥料及び農薬については、肥料取締法及び農薬取締法に基づき、独立行政法人

肥飼料検査所及び独立行政法人農薬検査所による的確な検査等を通して、その安

全性・品質の確保を図る。

(ｉ) 飼料、飼料添加物については 「飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する、

法律」に基づく基準・規格の設定・見直しを適切に行うとともに、当該基準・規

格が尊守されるよう、国・都道府県・独立行政法人肥飼料検査所が連携した飼料

製造業者等への立入検査、巡回調査等の適切な実施により、引き続きその安全性
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・品質の確保を図る。

(ｋ) 抗菌性飼料添加物について、食品安全委員会によるリスク評価の結果等に基づ

き、指定の見直しを行う。また、パンフレットの配布等により、飼料製造業者、

農家等に対し、抗菌性飼料添加物の適正使用を徹底する。

(ｌ) 動物用医薬品等の使用基準等の設定に必要な試験・調査等を実施する。

(ｍ) 動物用医薬品の適切な使用の徹底を推進することにより、畜水産物への動物用

医薬品の残留事故及び薬剤耐性菌の発現を防止するため、都道府県等の薬事監視

員による適正使用についての医薬品の使用者及び販売業者に対する指導をより一

層徹底する。また、食品衛生法の改正によるポジティブリスト制の導入に対応し

た使用基準の見直し・設定を進める。

ｂ 産地におけるリスク管理の推進

産地段階における有害物質等のリスク要因を的確に管理するため、産地段階での

有害物質の実態調査や土壌汚染防止対策等を行うとともに、産地・生産者が自ら行

う有害物質の残留防止のための栽培技術の導入や自主検査機器の整備、より環境に

配慮した病害虫防除対策の確立等を支援する。

(ａ) カドミウム、ダイオキシン、かび毒等農産物等に含まれる有害物質の実態を把

握するとともに、リスク低減に資する栽培管理技術の実証、リスク管理のための

生産ガイドラインの確立・普及、カドミウム等による農用地の土壌の汚染の防止

等を図るための客土等を実施する。

(ｂ) カドミウムやかび毒等の米麦への汚染を低減・防止するための栽培管理技術の

導入、自主検査機器の整備等及び国内産麦の安全・品質確保に対する生産者団体

等の取組を支援する。

(ｃ) 過去に埋設処理された残留性有機塩素系農薬の無害化処理を引き続き実施す

る。

(ｄ) 病害虫による農作物被害の軽減等を図るため、病害虫発生予察情報の提供及び

的確な防除の実施等を推進する。

天敵やフェロモン剤等の防除技術を組み合わせた総合的病害虫管理による防(ｅ)

除体系の確立及び普及を推進するとともに、少量散布技術等を取り入れた薬剤

散布量を低減させる技術体系及び飛散防止技術の確立を推進する。

(ｆ) 農作物に甚大な被害を与えるおそれのある我が国未発生若しくは一部地域に発

生している病害虫に対しては、全国で侵入警戒調査を実施する。また、南西諸島

の一部地域に発生しているアリモドキゾウムシ等のまん延防止のため移動規制を

行うとともに、根絶防除等の防除対策を行う。

(ｇ) 産地における農産物の生産実態 気象条件等に対応した実効性のあるＧＡＰ 適、 （

正農業規範）の構築と、その普及の取組を支援する。

(ｈ) より安全で高品質な牛乳等を安定的に供給するため、生乳生産者段階において

ＨＡＣＣＰ的手法（乳温管理システム）の導入をモデル的に推進する。

(ｉ) 地域単位での水産物の衛生管理対策の一層の強化を図るため、漁港利用者への

意識啓発に努めるほか、清浄海水導入施設、鳥獣等進入防止施設及び岸壁から発

、 。生する汚水の浄化施設等の整備等 安全で衛生的な水産物の供給体制を整備する

（イ）製造段階における取組

ａ 国内に流通する食品の安全性を確保するため、都道府県等を通じ、食品供給工
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程の各段階における監視指導を実施するとともに、食品衛生監視員の資質の向上

や検査施設の充実を図る。

食中毒等の事故の未然防止及び再発防止対策の一層の強化を図る観点から、事ｂ

業者における自主的な衛生管理の取組の促進、食品事故等の危害・危険情報を迅

速かつ的確に収集し提供する体制の整備等を積極的に行う。

長い食経験を考慮し使用が認められている既存添加物については、毒性試験等ｃ

を実施し、安全性の確認をさらに進める。

また、国際的に安全性が確認され、かつ、広く用いられている食品添加物につ

いて、企業からの指定の要請の有無にかかわらず、国が主体的に指定に向けた検

討を行う。

「 」 、 、ｄ 健康食品 に関しては 国民に対して正確で十分な情報提供が行われるよう

保健機能食品制度の見直し等について普及・啓発を図る。

ｅ 食肉の安全性を確保するため、引き続き、特定危険部位（ＳＲＭ）の除去・焼

却、ＢＳＥ検査に努めるとともに、ホームページ等を通じた情報提供を行う。

ｆ 食肉・食鳥肉の衛生対策の推進を図るため、と畜場・食鳥処理場におけるＨＡＣ

ＣＰ方式による衛生管理システムの導入について研究を行う。

また、食肉センターにおいて、食肉の生産・処理行程でのＨＡＣＣＰ手法を取り

入れた高度な衛生管理基準を満たす施設整備を推進する。

ｇ 水産加工場におけるＨＡＣＣＰ導入を加速するため、加工場の衛生管理水準の判

、 、 。定基準を策定するとともに 当該基準により 加工場の衛生管理水準の判定を行う

ｈ 食品製造業におけるＨＡＣＣＰ手法等の高度な衛生・品質管理手法の導入の促進

を図る。特に、中小企業等におけるＨＡＣＣＰ手法導入促進のための環境整備を支

援するとともに、食品安全マネジメントシステムの普及・啓発を行うことにより、

食品の安全性の確保を図る。

ｉ アクリルアミド、クロロプロパノール等加工段階で食品中に生成する有害物質の

実態調査や情報収集に努めるとともに、リスク低減に資する研究を推進し、必要に

応じリスク管理措置を講ずる。

（ウ）流通段階における取組

ａ 平成16年10月に策定した卸売市場整備基本方針に基づき、卸売市場における品質

管理の高度化に向けた規範策定のためのマニュアルの策定を進める。

ｂ 食の安全への対応を促進するため、低温卸売場等の品質管理の高度化に資する施

設の整備を推進する。

ｃ 食品衛生法に基づく残留基準が設定されていない農薬等（動物用医薬品、飼料

添加物を含む ）が残留する食品の流通等を原則として禁止する措置（いわゆるポ。

ジティブリスト制）が18年５月までに導入されることを踏まえ、暫定的な基準も含

めた必要な基準の設定に関する作業を引き続き進める。

（エ）輸入に関する取組

ａ 動物検疫について、家畜防疫官を適切に配置するなど検査体制の整備・強化に努

め、家畜の伝染性疾病の侵入・まん延防止に万全を期す。

ｂ 植物検疫について、我が国未発生、または発生が一部の地域に限定されている重

要病害虫に対する侵入警戒・早期防除、我が国未発生病害虫の調査研究の充実、苗

木類等の検疫の強化等を推進し、病害虫の侵入・まん延を的確に防止する。
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輸入食品監視指導計画に基づき、諸外国や輸入時における違反事例情報等によｃ

り重点的・効率的かつ効果的な監視指導を実施するとともに、輸入者の自主的な

衛生管理にかかる指導の実施及び二国間協議を通じた輸出国における衛生対策の

推進等を図る。

また、検疫所の食品衛生監視員の増員や輸入食品・検疫・検査センターの機器

等の整備及び検疫所が行う試験業務の登録検査機関への委託の実施等を行い、引

き続き監視・検査体制の強化を図る。

ｄ 政府が輸入する外国産米・麦について、安全性確保に万全を期するため、引き続

き残留農薬等の分析を行う。

ｅ 国内で販売される輸入野菜等に含まれる残留農薬について、独立行政法人農林水

産消費技術センターで分析を行う。

ｆ 輸出国における農産物のリスク管理対策の状況調査を実施するとともに、リスク

管理関連情報の提供を行う。

（オ）コーデックス委員会への対応

国際食品規格の策定を行うコーデックス委員会に対応するための作業文書及びデー

タ作成、情報提供、意見交換を実施する。

バイオテクノロジー応用食品の安全性に関する国際会議の開催（カ）

、コーデックスにおいて、20年度までにバイオテクノロジー応用食品に関しては

新たな国際規格、ガイドライン等を作成する予定である。我が国は、コーデックス・

バイオテクノロジー応用食品特別部会の議長国として、17年秋頃開催予定の第１回会

合における対象課題の確定等に向けて積極的な役割を果たす。

（キ）家畜防疫体制の強化

生産者の飼養衛生管理の向上、人畜共通感染症を含む家畜の伝染性疾病の危機管理

体制の整備等家畜防疫体制等を強化し、安全な畜産物の供給を確保する。

ａ 家畜伝染病予防法に基づく対策の徹底

生産者に対する飼養衛生管理基準や特定家畜伝染病防疫指針の周知徹底等によ

り、飼養衛生管理の向上を図る。

ｂ 人畜共通感染症を含む監視伝染病の発生状況の把握

人畜共通感染症等のリスク管理を適切に進めるため、サーベイランス（監視）の

実施、新たな診断手法の実用化等を検討するとともに、海外でのリスク管理に関す

る情報収集を強化する。

ｃ ＢＳＥ対策の実施

(ａ) ＢＳＥ検査キット（器具）の購入費等の支援により、24か月齢以上の死亡牛

全頭のＢＳＥ検査を着実に実施する。

(ｂ) 感染源・感染経路の究明については、感染牛にかかる給与飼料等の疫学的な

調査研究結果を踏まえ、飼料の製造・流通の各段階での交差汚染の可能性等に

ついて精査する。

、 、 、(ｃ) ＢＳＥの感染経路を遮断するため 輸入検疫措置を徹底するとともに 飼料

飼料添加物の輸入業者及び販売業者についての届出制度の見直しや検査・指導

体制の強化等、肉骨粉等についての飼料等利用にかかる規制を徹底する。

(ｄ) 米国におけるＢＳＥ発生に関しては、我が国と同等の措置が講じられること

を基本として協議を行う。
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ｄ 高病原性鳥インフルエンザへの対応

徹底した監視を引き続き行うとともに、万一発生した際には、家畜伝染病予防法

及び特定家畜伝染病防疫指針に基づき、発生農場飼養鶏の殺処分及び汚染物品の焼

却・埋却、発生農場周辺の移動制限等による防疫措置を的確に進める。

ｅ 魚類防疫体制の強化

コイヘルペスウイルス病等の魚病のまん延防止を図るため、養殖衛生管理技術者

の育成・魚類防疫技術の向上等を図る。

ウ リスクコミュニケーションの推進

食品の安全性の確保に関する施策等の策定に国民の意見を反映し、その過程の公正性

及び透明性を確保するため、消費者、生産者、事業者等の関係者にわかりやすい情報を

積極的に提供し、意見交換に努め、関係者の意向が反映されるようにするための取組を

引き続き推進する。

（ア）食品安全委員会

リスク評価の結果等について、関係者相互間の情報及び意見の交換（リスクコミュ

ニケーション）を行う。このため、ホームページや季刊誌等を通じて情報を提供する

とともに、関係行政機関とも連携を図りつつ、消費者、食品関連事業者等関係者の参

加による意見交換会等を実施する。また、引き続き、食の安全ダイヤルや食品安全モ

ニターを通じて国民から情報・意見を収集する。さらに、リスク評価に関する審議結

果案等について、広く国民から意見・情報の募集を行う。

（イ）厚生労働省

食品の安全等に関する施策について、消費者をはじめ、関係者に対してわかりや

すく説明するとともに、意見を聴取するための意見交換会等を本省及び地方厚生局

で開催するなど、消費者等とのリスクコミュニケーションの充実を図る。また、研

究会における検討を踏まえ消費者等の関心や意識等を踏まえたリスクコミュニケー

ション手法の見直し等を行う。

さらに、食品の規格基準の設定や監視指導計画の策定等に際し、その趣旨、内容

等を公表し、広く国民等の意見を求めるとともに、それ以外の場合においても、施

策の実施状況を公表し、広く国民等の意見を求める。

（ウ）農林水産省

食品の安全性の確保に関する施策等の策定に国民の意見を反映し、その過程のａ

公正性及び透明性を確保するため、リスクコミュニケーションを行い、関係者の

意見の施策への反映を引き続き図る。具体的には、国民の関心の高い施策につい

て中央及び地方においてリスクコミュニケーションを行う。

また、地域に根ざした食品安全行政を引き続き促進させるため、地方農政局等

が各地域において関係者との懇談会、意見交換会を行う。

ｂ 食品の安全性に関する情報のさらなる普及を図るため、これら情報をわかりや

「 」すく紹介したホームページの運営やメールマガジン 食の安全・安心トピックス

の配信を引き続き行う。

ｃ 新たにインターネットアンケート調査を行うためのモニター「安全・安心モニタ

ー」を採用し、リスクコミュニケーションや情報提供を効率的に行うための調査を

行う。
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エ 危機管理体制の整備

食品の摂取により人の健康へ重大な被害が生ずることを防止するため、食品安全委員

会、厚生労働省、農林水産省等関係行政機関の連携のもと、緊急事態への対処や発生の

防止に関する体制を整備する。

（ア） 食品安全委員会においては、緊急事態が発生した場合における国の対処のあり方

等に関するマニュアルとして16年４月に関係府省間で申し合わせた「食品安全関係

府省緊急時対応基本要綱」を踏まえ、緊急事態の発生の原因となり得る主要な危害

要因別の緊急時対応マニュアルについて、リスク管理機関と連携して、順次策定す

る。

（イ） 厚生労働省においては、厚生労働省健康危機管理基本指針・食中毒健康危機管理

実施要領等を踏まえ、食品危害に示唆される危機管理に努める。

（ウ） 農林水産省においては、食品の安全に関する緊急事態が発生した場合の対応に関

する共通事項を定めた「食品安全緊急時対応基本指針 （16年２月公表）に基づい」

て、緊急事態等の類型に応じたガイドラインの作成等を行う。

オ 研究開発の推進

食の安全の確保に必要な新技術の開発を推進するため、リスク低減化技術等の開発を

実施する。

（ア） 主体的かつ効率的にリスク評価を行うため、研究テーマを設定し公募を行う「テ

ーマ設定型」の競争的研究資金制度を導入し、リスク評価に関するガイドラインの

設定等に資する研究として、リスク評価技術研究を開始する。

（イ） 食品の安全性にかかる分析・検出技術の高度化・迅速化、リスク低減技術の開発

等を実施する。

（ウ） カドミウム、ダイオキシン類、ドリン系農薬等の有害化学物質について、農林水

産生態系における動態の把握、生態系への影響評価、分解・無毒化技術の開発を実

施する。

（エ） 抗菌性飼料添加物及び動物用医薬品の使用量を低減させる減投薬飼養管理システ

ムの構築に向けて、抗菌性飼料添加物に頼らない畜産物生産技術及び動物用医薬品

使用量低減のための畜産物生産技術を開発する。
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（オ） ＢＳＥの制圧のための技術開発を実施するとともに、主要な人獣共通感染症につ

いては、家畜の診断・予防技術の開発に加え、媒介動物と家畜での病原体の感染・

増殖・排出メカニズムの解明及び簡易・迅速診断法の開発を実施する。

（カ） 食品の安全性に関するリスク管理等を強化するため、競争的研究資金を活用して

調査研究を実施するとともに、年度途中に発生した緊急課題に短期間で取り組む調

査研究を実施する。

（キ） 食品の安全性を確保するため、以下の各種調査研究等を推進する。

① 食品のリスク分析調査に関する研究

② 健康食品等の安全性及び有効性の評価

③ 食品を介するＢＳＥリスクの解明に関する研究

④ 食品中の添加物に関する研究

⑤ 食品中の汚染物質対策に必要な研究

⑥ 食品中の微生物対策に必要な研究

⑦ 食品中の化学物質対策に必要な研究

⑧ アレルギー表示に関する研究

⑨ 輸入食品の安全性等に関する研究

⑩ バイオテクノロジー応用食品の検知法等に関する研究

⑪ リスクコミュニケーション手法の構築に関する研究

食品中に存在する重金属（例：水銀、ヒ素、カドミウム）等、汚染物質への曝（ク）

露状況を詳細に把握することで、今後のリスク低減のための方策（摂食指導、基

準値設定、基準値の見直し等）を検討し、適切なリスク管理を推進する。

（２）消費者の信頼の確保

消費者に生産・流通履歴をはじめとした農産物・食品に関する情報が正確に伝わるよ

う、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（ＪＡＳ法）に基づく規格と表

示の充実やトレーサビリティ・システムの確立等を図る。

抗菌性飼料添加物に
頼らない畜産物生産技術

動物用医薬品使用量低減の
ための畜産物生産技術

乳
量

従来技術

出産後日数

出産

高ピーク泌乳

疾病発生の多い期間

改善目標

高ピークを抑
え疾病を防止

抗酸化成分等の高い

飼料作物の開発

低ピーク・高持続型
泌乳管理システム

乳酸菌を利用した発酵

リキッドフィーデング

○アントシアニン高含有

トウモロコシ ＜牛＞

○カテキン高含有茶殻

残さサイレージ＜牛＞

（液状化飼料）＜豚＞

ドラッグデリバリーシステム
（薬剤運搬システム）

標的部位で効率的
に薬剤を放出

膜

標的細胞

薬剤



*1 ユビキタスとは 「どこにでもある」という意味であり、ユビキタスコンピューティングとは、生活や、

社会のいたるところにコンピュータが存在し、いつでも、どこでも、誰でもネットワーク上の情報が入手

可能な環境を意味する。
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ア トレーサビリティ・システムの確立

適切な情報の提供、食品事故等の早期原因究明や問題食品の迅速な回収等により消費

者の信頼の確保を図るため、生産者、流通業者の自主的な導入を基本としつつ、生産･

加工･流通等の各段階で食品とその情報が追跡できるトレーサビリティ・システムの普

及を図る。

（ア）国産牛肉

牛肉については 「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法」、

が16年12月１日に完全施行された。このため、耳標の装着や出生等の届出とそれに基づ

く個体識別台帳（データベース）の整備等生産・と畜段階の措置の確実な実施を図ると

ともに、枝肉、部分肉、精肉等への個体識別番号の表示と取引の記録等流通段階の措置

の適正な実施を推進する。

（イ）国産牛肉以外の品目

各食品の特性を踏まえたトレーサビリティ・システム導入のために必要なデータベー

スの構築、情報関連機器や分析機器の整備等への支援によりシステム導入を推進する。

イ ユビキタス食の安全・安心システムの確立

いつでも、どこでも、誰でも簡単にコンピュータが使える「ユビキタスコンピューテ

ィング 」技術を活用して情報の記録等の自動化・簡便化を進め、リスク管理の強化や*1

消費者がトレーサビリティ・システムを通じて簡単に入手できる安全･安心情報の充実

等を図る食の安全・安心システムを開発する。また、これらのシステムを導入するモデ

ル地区を整備する。

ユビキタス食の安全・安心システム

電子ﾀｸﾞによる使
用資材の認識

出荷情報の
記録

製造・加工記録
の記録・チェック

入出荷情報の
記録、チェック

生産者

生産過程の管理 品質・安全管理 分別・配送・在庫管理

提供される情報

生産段階
・生産者名

・農薬・肥料
等の使用
状況

・収穫日 等

製造・加工段階
・原料の搬入日
・加工日
・梱包・出荷日等

流通・小売段階
・入荷日
・保管状況
・陳列日 等

農薬・肥料等
生産資材の
使用

生 産 加 工 流 通 消費者
もっと詳
しい情報
が知りた
いわ

この食品
は安心ね

○○は、本日
賞味期限です

表示のバリアフリー化
・栄養情報
・アレルギー注意
・音声ガイド 等

ほ場

種子

原材料

加工

梱包・
出荷

入荷

消費者の評価・クレーム等

卸売市場
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ウ 食品表示・ＪＡＳ規格の適正化の推進

ＪＡＳ法に関する調査会と食品衛生法に関する審議会の共同開催である「食品の表示

に関する共同会議」において表示基準をわかりやすく見直すとともに、表示基準に従っ

た適正な表示がなされるよう強力に監視指導を行うこと等により、消費者が安心して食

品を選択できる環境を整備する。

また、既存のＪＡＳ規格を順次見直すとともに、生産情報公表農産物のＪＡＳ規格や

有機畜産物のＪＡＳ規格等新しいニーズに対応したＪＡＳ規格の制定を進める。

（ア）ＪＡＳ制度の改正

「ＪＡＳ制度のあり方検討会」における検討結果を踏まえ、行政改革の観点からの登

録認定機関等に対する国の関与のあり方等を抜本的に改めるとともに、社会ニーズに対

応した新たなＪＡＳ規格の制定を可能とするなどのＪＡＳ制度の改正を行う。

（イ）不正を見逃さない監視体制の整備

ａ ＪＡＳ法の厳正な運用

不正表示を行った事業者に対しては、ＪＡＳ法に基づき、立入検査、指示・公表

を行うなど厳正な措置を講ずる。

ｂ 地方農政局等の職員による食品表示の監視・指導

(ａ) 地方農政局等に配置した約２千名の食品表示の監視を担当する職員が、日常

的に小売店舗等を巡回し、食品表示の実施状況を監視するとともに、不適正な

表示があった場合には改善指導を行う。

(ｂ) 社会的なニーズを踏まえて選定した特定の品目を対象に、その表示の根拠ま

で含めて徹底的な監視・指導を行う。

(ｃ) 監視体制の強化のため、地方農政局等間での情報の共有化、調査対象店舗の

関連情報の検索等を可能とするデータベースを構築する。

ｃ 食品表示の科学的な検証技術の確立及び活用

独立行政法人農林水産消費技術センターにおいて、加工食品中の遺伝子組換え原

材料の混入率検査や農林水産物の品種判別といったＤＮＡ分析技術等を活用した食

品表示の科学的検証技術に関する実証研究を行い、公定法（食品衛生法に基づいた

検査）を確立するための検討を行う。

また、既にＤＮＡ分析技術が実用段階にある精米、黒豚肉等の食品については、

ＤＮＡ分析技術を活用した品種判別による食品表示の科学的検証を実施する。

ｄ 消費者の協力を得た食品表示の監視

食品表示110番や食品表示ウォッチャー等、消費者の協力を得て食品表示を日常

的に監視する。また、同様の取組を行う都道府県を支援する。

ｅ 食品の表示制度の普及・啓発

食品関係の事業者や消費者からなる協議会を開催し、表示適正化の方策を検討す

るとともに、消費者、生産者、販売業者等が参加する食品表示に関する意見交換会

（ ） 、 。 、食品表示フォーラム を開催し 広く食品表示についての意見交換を行う また

独立行政法人農林水産消費技術センター及び社団法人食品衛生協会などに設置した

６か所の一元的な相談窓口において、ＪＡＳ法及び食品衛生法に基づく表示に関す

る相談に統一的に対応する。このほか、ＪＡＳ法のみならず食品衛生法等も含めた

食品の表示制度について、ポスターやパンフレットの配布、講習会の開催、広告等

を通じてその普及・啓発を推進する。
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（ウ）わかりやすい食品表示の実現

消費者の立場に立ったわかりやすい食品表示を実現する観点から、農林水産省と厚

生労働省が連携し 「食品の表示に関する共同会議」において食品の表示基準全般に、

ついて調査審議を行う。

また、外食産業における原産地等の表示のガイドラインを整備する。

（エ）ＪＡＳ規格の見直し

ＪＡＳ法において５年ごとにすべてのＪＡＳ規格について見直しを行うこととされ

ていることを踏まえ、ＪＡＳ規格が食品等の生産や消費の実態からかい離したものと

ならないよう、国際的な規格の動向を踏まえつつ、必要な見直しを行う。

また、17年度からは、２巡目のＪＡＳ規格の見直しとなることから、規格ごとに規

格項目や定義にかかわる分析・サンプリング手法についての妥当性確認等を行い、規

格の信頼性を高める。

（オ）生産情報公表のＪＡＳ規格

農産物について、食品の生産に関する情報が正確に伝えられていることを登録認定

機関が認定する生産情報公表のＪＡＳ規格を制定するとともに、加工食品についての

生産情報公表のＪＡＳ規格の導入についての検討を開始する。

また、生産情報公表のＪＡＳ規格について、検査認証制度講習会等を実施すること

により、生産情報を提供することが可能な生産者の認定を促進するとともに、消費者

の理解を促進するための情報提供を積極的に実施する。

（カ）有機畜産物等のＪＡＳ規格

有機食品に関する国際的な基準であるコーデックスガイドラインに準拠しつつ、消

費者の信頼の確保、我が国の畜産業の実情を踏まえた有機畜産物等のＪＡＳ規格を制

定する。また、有機畜産物等を中心として有機食品及び特別栽培農産物に関する制度

の普及啓発を行うとともに、有機畜産物に関し生産・管理に必要なマニュアルの作成

や検査員の育成を行うことにより、制度の円滑な実施を図る。

エ 消費者への情報提供

（ア） 消費者相談の窓口である、農林水産本省、地方農政局、地方農政事務所、独立行

政法人農林水産消費技術センターの「消費者の部屋」等において、消費者からの農

林水産業や食生活に関する相談に対応するとともに、消費者に対し、農林水産行政

の情報提供及び啓発を行う。特に子どもに対しては、農林水産本省における子ども

相談電話による対応を行うとともに、社会見学等のグループ学習を積極的に受け入

れる。また、農林水産本省と地方農政局等を結ぶ相談受付情報ネットワークシステ

ムの活用により、効率的な相談対応を行う。

（イ） 全国に食料品消費モニターを設置し、消費者の意見・要望等を常時把握するとと

もに、地方公共団体の消費生活センター等における消費者相談処理能力の向上を図

るため、消費者相談及び商品テストの担当者等と情報交換を行う連絡会議を各地域

において開催する。

また、独立行政法人農林水産消費技術センターにおいて、都道府県消費生活セン

ター職員等の研修及び地方公共団体等からの依頼に基づく食品等の品質及び表示に

関する知識の普及のために講師派遣を行う。
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２ 望ましい食生活の実現に向けた食育の推進

（１）関係者と連携した国民運動としての食育活動の推進

ア 全国段階における「食育」の推進

食について自ら考え、判断ができる能力を養成する食育を、関係者との十分な連携の

もとで、様々なメディアを活用しつつ、国民的な運動として推進し、食品の安全性、食

事と疾病との関係、食品に含まれる栄養素の働き、食文化、地域固有の食材及び農林水

産業・食品産業等についての適切な理解を促す。

特に「食を考える月間 （毎年１月）では「食を考える国民フォーラム」や「ニッポ」

ン食育フェア」の開催等食育の推進に関する集中的な取組を行う。

また、食料資源の有効利用、環境への負荷の低減といった観点から、食品の廃棄や食

べ残しの減少を促進する。

イ 地域段階における「食育」の実践

地域において、農林漁業者、食品事業者、消費者、食文化研究者等、様々な分野にお

ける専門的な経験・知識を有する者を食育推進ボランティアとして育成する。また、学

校給食における地場農産物の利用の促進等を図るとともに、食や農林水産業に関する体

験機会の提供等を促進するなど、若年層や高齢者層、子育て世代等の対象に合わせ、様

々な形での実践的な取組を実施する。

このような取組の推進に当たっては、都道府県・市町村段階において、教育、医療、

保健、農業、食品加工・外食等様々な関係者の連携の強化を促進する。

ウ 消費者と生産者との情報交換の促進

食と農の距離を近づけ、消費者の安心と信頼を確保するため、農林水産業や食品、食

生活等に関する消費者が求める情報をわかりやすく提供する。また、地域の特色を活か

した消費者と生産者との交流活動等を促進する。

エ 地域段階での消費者等との相互理解の推進

地方農政局等が、学校等の現地に出向いて講義を行う「出張講座 、食と農に関する」

教材の作成・提供、消費者との各種シンポジウム等を実施し、地域段階での消費者等と

の相互理解の促進を図る

オ 食育推進連絡会議等を通じた関係府省間の連携

、 「 」文部科学省 厚生労働省と農林水産省との間で横断的に設置した 食育推進連絡会議

等の場を通じて、食品安全委員会とも連携しながら、以下の取組等を図る。

① 食育の推進に向けた体制整備

② 食育の推進に関する全国的な広報活動等の連携

③ 食育の推進に関する地域段階での連携

カ 食生活に関する教育の充実

17年４月から栄養教諭制度が開始されることに伴い、学校栄養職員が円滑に栄養教諭

免許状を取得できるよう講習会を開設するとともに、食に関する指導を体系的に行うた

めの指導参考資料の作成・配布を行う。また、学校、家庭、地域が連携し、一体となっ

て食育に取り組むモデル事業等の諸事業の実施を通じて食育の推進を図る。
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（２）フードガイド（仮称）の策定と活用

（ア） 国民が食生活の改善に向け、特に、30～60歳代の男性の３割が肥満である状況の

改善や、単身者や子育て世代への栄養・食生活に関する正しい知識の普及を推進す

る。このため、国民一人一人が食生活の問題点を把握し、健全な食生活の実現に向

けた具体的な行動に結び付けることができるよう、適正な食事の摂取量をわかりや

すく示したフードガイド（仮称）を策定するとともに、その普及啓発を図る。

（イ） 食品産業が、外食メニュー、小売店等の売場、食品の包装等でフードガイド（仮

称）を活用することを促進するためのマニュアル等を策定するとともに、その定着

を図る。

３ 食生活の改善に資する品目の消費拡大

米を中心に水産物、畜産物、野菜等多様な副食から構成され、栄養バランスが優れた

「 」 、 、 、 、 、日本型食生活 の実践を促進する観点から 食育の取組に連動して 米 野菜 果物

牛乳等の消費拡大を推進する。

ア 米

「日本型食生活」の実践に向けて、食生活指針を具体的な行動に結びつけるフードガ

イド（仮称）の普及等食育の取組に連動して、食生活全体の改善を提案するなかで、テ

ーマ、対象を明確化した米消費拡大対策を実施する。また、米飯学校給食のより一層の

推進を図るため、実施回数が少ない地域に重点化した取組を展開する。

このほか、新たな米加工品の開発・普及や、米粉パン等の米の粉体利用を促進する。

イ 野菜

国民の健康と食生活において重要な野菜の消費を拡大するため、医学・栄養学界等の

学識経験者の協力のもと、消費者が野菜に接する様々な機会、特に外食・中食における

消費拡大活動や消費者の健康志向の高まりに対応した野菜の栄養成分及び機能性表示の

導入等、新たな野菜摂取拡大事業を展開する。

ウ 果物

果物を毎日の食生活に定着させるため、果物の健康機能性、摂取目標量等の知識につ

いて啓発活動を行う「毎日くだもの200ｇ運動」を推進する。特に学校生活を通じ、児

童・生徒が果物を摂取することの重要性への理解を高めるよう、学校給食等の場におい

て果物のおいしさや果物に含まれる栄養素の働き等に関する啓発等を推進する。

エ 牛乳

学校給食を通じた牛乳の消費拡大を図るとともに、牛乳のもつ豊富な栄養等について

の知識の普及、牧場・乳業との体験学習等の取組を支援する。

４ 地産地消の推進

消費者ニーズに対応した農産物の供給を促進するとともに、消費者の農業や食に対する

理解を深め、食の安全及び消費者の信頼の確保や元気な産地づくりにつながる、生産者と

消費者の「顔が見え、話ができる」関係づくりを進めるため、地産地消の実践的な計画の

策定を促すとともに、地元消費者のニーズを把握するための交流活動や地場農産物の普及
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活動、直売や加工等の促進等により地産地消等を推進する。

（ア） 全国各地域において、消費者と生産者等との交流会、意見交換会等、相互理解を

深める機会を設けることにより関係者の「顔の見える関係づくり」を推進する。

（イ） 地産地消活動を推進するため、地元消費者のニーズを生産者が把握するための交

流活動、消費者による地場産農産物の普及活動等を支援する。

（ウ） 食品小売業の活性化を図るため、食品小売業者が生産者、卸売業者等と連携し、

地域農水産物の付加価値を向上させる地産地消の取組を支援する。

（エ） 各地域において取り組むべき事項やその目標等を明らかにした地産地消の実践的

な計画の策定を促進する。

（ ） 、オ 研修や講習会の実施等を通じて地産地消に取り組む人材育成に取り組むとともに

地産地消に関する成功事例の収集・紹介や地域間の情報交換を支援する。

５ 食品産業の競争力の強化に向けた取組

食品産業が食料の供給において果たす役割の重要性にかんがみ、その健全な発展を図る

ため、食品産業の事業基盤の強化を図りつつ、特に食品製造業と農業の連携を推進すると

ともに、環境への負荷の低減及び資源の有効利用のための環境対策を総合的に推進する。

また、卸売市場の機能・連携強化を図るとともに、食品小売業の活性化等を進め、食品流

通の効率化を推進する。

（１）食品産業の事業基盤の強化

ア 研究開発の促進

産学官の連携や競争的研究資金制度の活用等を通じて、研究開発を促進する。特に、

健康や食の安全に対する消費者の関心が高まっていることを踏まえ、機能性食品の開発

や食品の鮮度保持・品質管理の向上、食品の安全性の確保等に関する新技術の開発・導

入を促進する。

イ 製造段階における技術開発の支援

地域における産業ニーズ・技術シーズ（研究開発成果等）を有するものの連携による

食品産業分野の共同技術開発のための基盤づくり等に対する支援を行う。

① 食品産業と生産者の連携強化に資する直面する課題解決のための短期集中的な実用

化技術の開発

② より高度な食品の安全性評価技術、衛生管理技術の開発

ウ 特定農産加工業の経営改善に対する支援

特定農産加工業者の経営改善を図るため、特定農産加工業経営改善臨時措置法に基づ

く金融・税制上の支援措置を実施する。

エ 中小企業支援等業種横断的施策の促進

（ア） 食料消費の変化等食品産業を取り巻く環境の変化に対応し、食品産業の経営基盤

の強化を図るため、食品産業の構造転換の方向及び対応策の検討を行う。

（イ） 食品の安定供給、農林水産関連企業の体質強化等を図るため、農林漁業金融公庫

等政府系金融機関から、基礎素材型食品産業の基盤強化、食品流通近代化施設の整

備、新規事業育成、農村地域工業等の導入促進、新規用途事業等の導入促進、水産
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加工業の振興等に必要な長期・低利の資金の貸付けを実施する。

（ ） 、 、ウ 農林水産関連企業において 産業活力再生特別措置法に基づく中核的事業の拡充

事業革新等の事業再構築による事業再編、産業再編を支援するために金融・税制上

の支援措置を実施する。

（エ） 農林水産関連中小企業において 「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法、

律」に基づく創業、経営革新及び異分野新連携等を支援するために金融・税制上の

支援措置を実施する。

（オ） 「中小企業の事業活動の機会の確保のための大企業者の事業活動の調整に関する

法律」の趣旨を踏まえ、農林水産関連中小企業にかかる分野調整問題について指導

等を行う。

（カ） 「労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法」に基づき、労働時間の短縮の円滑

な推進を図る。

（キ） 食品工業団地の形成の促進等により、食品工業の立地の適正化等を推進する。

（ク） 新食品・食品新素材の原料等の安定的確保と国産農水産物の利用拡大に資するた

め、国内外情報等の調査・検討、食品産業・消費者への情報提供を行う。

オ 外食産業の振興

（ア） 外食事業者からの国産食材の利用・調達に関するニーズの発信、外食店における

消費者への食材の情報（栽培方法、産地等）の提供とともに、外食事業者が求める

国産食材について、一次加工等を効率的かつ効果的に産地で行うことを支援し、外

食産業における国産食材の一層の利用等を推進する。

（イ） 外食事業者が国産食材の安定的仕向け先として継続し得る仕組みを明らかにする

調査を実施するとともに、地場料理店等における地域色豊かな食品の利用拡大に向

けた支援を行う。

（２）食品流通の構造改革の推進

ア 卸売市場の機能・連携強化等

（ア） 平成16年10月に策定された第８次中央卸売市場整備基本方針に基づき、卸売市場

における品質管理の徹底、再編基準に該当する中央卸売市場の再編、規制緩和と最

適流通の実現等を促進する。

（イ） 卸売市場の施設整備に対する補助について、地域の自主性・裁量性の発揮できる

使いやすい仕組みに転換するとともに、品質管理の徹底や中央卸売市場の再編を促

進するなどの拡充を図る。

（ウ） 卸売の機能・体制の強化を図るため、卸売市場法及び食品流通構造改善促進法に

基づく、市場関係事業者の経営体質を強化するための支援を引き続き実施する。

（エ） 地域における生鮮食料品等の中核的な流通拠点となる地方卸売市場の開設者が、

当該地域の他の卸売市場の開設者と連携または合併して、これらの卸売市場の機能

高度化を図る取組について、税制上の支援を行う。

イ 食品小売業の活性化

（ ） 、ア 食品に対する消費者ニーズの多様化に対応した食品小売業の経営改善を図るため

必要となる知識、技術等の教育、指導、普及等を実施するとともに、食品小売業が

地域においてその機能を適切に果たすため、人材育成マスター評価システムを活用

した人材育成を推進する。
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（イ） 食品小売業の活性化を図るため、食品小売業者が生産者、卸売業者等と連携し、

地域農水産物の付加価値を向上させる地産地消の取組を支援する。

（ウ） 食品流通構造改善促進法に基づく構造改善事業に対する農林漁業金融公庫等の金

融機関を通じた長期低利の資金の融通を実施する。

ウ 食品流通の効率化

国内農業と食品産業の連携強化や情報技術の活用による流通の効率化等を一層進める

観点から、食品の流通部門の構造改革を図るための基本方針の見直しに向けた取組を進

める。

（ア） 効率的な食品流通体系の構築を図るため，ユビキタスコンピューティング技術を

活用した電子タグを卸売市場を中心とする生鮮食品流通に導入した場合の最適な作

業体系について実証実験を推進する。

（イ） 通い容器の効率的な管理回収システムの実証・開発等を通じ、食品流通の効率化

を推進する。

（ウ） 地方の卸売市場の集荷力の向上と流通の効率化を図るため、複数市場連携による

物流の最適化システムの開発を支援する。

（エ） 流通業務の効率化や環境負荷の軽減等を一体的に促進するための措置を講ずる。

（オ） 食品の安定供給を確保するため、食品の製造及び流通の各段階にわたる巡回点検

指導、価格需給動向の予察、価格高騰時の巡回調査等の対策を行う。

（カ） 東京と海外主要都市における食料品の小売価格の実態調査を実施するとともに、

生産・流通・消費の各段階において内外価格差を生じさせているコスト要因の構造

を分析することにより、内外価格差の是正・縮小のための方策を構築する。

（３）食品産業における環境負荷の低減及び資源の有効利用

ア 食品リサイクルを通じた循環型経済社会システムの構築

環境負荷の少ない、循環を基調とした経済社会システムを構築するため、食品リサイ

クル法に基づき、食品事業者等による食品廃棄物等の発生の抑制、リサイクルの実施を

促進する。

（ア） 食品廃棄物等の発生抑制、再生利用、減量を促進するため、食品リサイクル法に

関する講習会の開催、パンフレットの作成・配布等により、国民のリサイクル意識

を高めるとともに、食品リサイクル法の円滑な実施を確保するため、再生利用等の

手法に関する調査を引き続き行う。

（イ） 食品廃棄物を含むバイオマスの利活用推進を図ろうとする地域に対し、リサイク

ル施設の整備等の支援を行う。

（ウ） 廃食用油の不適正な処理による環境負荷の軽減を図るため、自治体が主体となっ

て行う家庭からの廃食用油回収を実施するためのモデル手順を作成するとともに、

消費者等の家庭系廃食用油のリサイクルについての意識を高めるための普及・啓発

を実施する。

（エ） 外食店舗における食品残さの高度利用を促進するため、炭化機器等の使用による

一次処理物の利用拡大の検討及び店舗型リサイクルシステムの構築等を推進する。

イ 容器包装リサイクル促進対策

（ア） 容器包装リサイクル法における再商品化義務のある対象事業者について、制度の



*1 再商品化の義務がありながら、その義務を果たさない事業者

34

公平性・透明性を確保するため、フリーライダー に対する義務履行の促進等の対
*1

策を実施する。

（イ） 容器包装廃棄物の発生抑制に効果のあるリターナブル容器の普及促進を行う。

（ウ） 容器包装リサイクル制度について一層の促進を図るため、講習会の開催等による

普及・啓発活動に対する支援を行う。また、特定事業者が再商品化義務量を算定す

るために主務大臣が毎年度定める量・比率の基礎となる容器包装の利用・製造等の

実態調査を実施する。

ウ その他環境対策の総合的推進

（ア） 公害防止等を確保するための情報提供を行う。

（イ） 地球温暖化対策を推進するため、食品産業におけるCO （二酸化炭素）等の排出２

抑制等環境自主行動計画の策定及び円滑な実施を支援するとともに、追跡調査を実

施する。

６ 食料の安定輸入の確保と不測時における食料安全保障

（１）農産物の安定的な輸入の確保

（ア） 小麦・大麦の輸出国との安定的な貿易関係の形成、緊密な情報交換等に努める。

（イ） 食料輸入の安定化・多元化に資するよう、アジア諸国とのＥＰＡの締結を通じ、

輸出国における生産の安定を図るとともに、輸出規制、輸出税といった貿易阻害要

因の除去等に努める。

（ウ） 輸入の増加による国内の農林水産業に対する影響を監視するため、必要な情報を

常時収集する。なお、輸入農産物の増加によってこれと競合関係にある国産農産物

の生産に重大な損害を与え、または与えるおそれがある場合において緊急に必要が

あるときは、セーフガードの発動その他必要な施策を実施する。

（エ） 食料等の安定的な輸入のために、基幹航路ネットワークやアジア地域における物

流ネットワークの充実に資する国際海上コンテナターミナルの整備、穀物等のバル

ク（ばら積み）貨物の安定的かつ低廉な輸送のための多目的国際ターミナルの整備

等、国際港湾の機能強化を推進する。

（２）不測時における食料安全保障

（ア） 食料供給に影響を及ぼすおそれのある様々な不測の事態に的確に対処するため、

不測時の食料安全保障マニュアルについて、国民に対する普及・啓発を行うととも

に、国内外の需給動向を踏まえ、その実効性を点検し必要に応じて見直しを行う。

また、不測時における国内農業生産による供給可能量の水準や食料供給の確保のた

めの対策等について、国民に対して普及・啓発を行う。

（イ） 国民に対して、食料安全保障上重要と考えられる品目等について、主要輸入先国

における生産・流通状況、我が国における在庫・輸入状況及び国内外の食料需給動

向に関する情報の収集・分析・提供の充実・強化に努める。
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（３）適切な備蓄の実施

ア 米

政府備蓄については、入札を基本とする買入れ・売渡しを通じ、100万トン程度を適

正備蓄水準として、円滑な備蓄運営を行う。

イ 麦

食糧用麦の備蓄については、現時点では外国産食糧用小麦需要量の2.6か月相当分を

保有しているが、代替輸入に要する期間の短縮等を踏まえ、一定程度の圧縮に向けた見

直しを実施する。その際、官民分担については、国及び民間の役割を明確に整理し、適

正かつ効率的な運営を実施する。

ウ 大豆

大豆の国際需給の変動等に対応し、その安定的な供給を確保するため、社団法人大豆

供給安定協会において食品用大豆の備蓄（17年度4.3万トン）を実施する。

エ 飼料穀物

飼料穀物の備蓄については、近年、配合飼料主原料であるとうもろこし・こうりゃん

の需要量が減少傾向で推移していること等を踏まえて備蓄水準を見直し、とうもろこし

・こうりゃんについては、60万トンの備蓄を実施する。

また、飼料用大麦については、ミニマム・アクセス米とあわせて35万トンの備蓄を実

施する。

７ 国際協力の推進
世界の食料需給の将来にわたる安定に資するため、開発途上地域における農業及び農村

の振興に関する技術協力及び資金協力を推進するとともに、これらの地域に対する食料援

助を行うなど、国際協力の推進に努める。

（１）食料・農業分野における技術・資金協力

(ア) 国別援助計画の策定に当たり、食料・農業・農村分野における援助需要の的確な反

映を図る。

(イ) 開発途上国からの要請に応じ、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ)を通じて専

門家の派遣、機材供与及び研修員の受入れを柔軟に組み合わせて行う技術協力プロジ

ェクト、個別専門家の派遣、開発調査等を行う。

(ウ) 開発途上国からの要請に応じ、国際協力銀行（ＪＢＩＣ）を通じて円借款の供与を

行うとともに、一般無償資金協力、水産無償資金協力、食糧援助規約に基づく食糧援

助、貧困農民支援（旧食糧増産援助）等を行う。

(エ) 開発途上国における食料安全保障の確保や地球環境問題への取組を推進するととも

に、国際農業交渉等における我が国の主張への理解や協力の促進に資するため、以下

の事業を行う。

① 食料・農業・農村に関する情報の収集及び開発途上国に適した農業技術や農村開

発手法の確立等のための調査

② 開発途上国の農民等の能力の向上のための研修及び国際協力に従事する日本人専

門家の育成

③ 国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ 、世界食糧計画（ＷＦＰ）等の国際機関が行う）
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国際協力活動等に対する資金の拠出及び専門家の派遣

（オ）ＥＰＡの締結を通じ、アジア諸国の農村地域の貧困削減等に向けて国際協力を適切

に実施する。

（２）国際的な食料の安定供給の確保に向けた支援策の強化

(ア) 近年の不安定な国際穀物需給状況のもとで、既存の援助枠組みでは対応できない大

規模な緊急食糧支援ニーズに円滑に対処するため、緊急食糧支援事業により、緊急食

糧支援の実施に伴う財政負担を平準化するための資金造成を引き続き行う。

(イ) 東アジア地域における食料安全保障強化及び貧困緩和を目的とする、東アジア緊急

米備蓄システムの設立に向けたパイロット・プロジェクト（実施期間：平成16年度か

ら３か年）の円滑な推進のため、我が国はプロジェクトの調整国として事務局運営に

対する支援等の積極的な貢献を行う。


